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1. はじめに1 

 

本稿は、主要新興ドナーがどのような援助を

行い、なぜ新興ドナーによって援助モデルの

DAC 化に差異が見られるのかについて論じる。 

 新興国が国際政治・経済において影響力を近

年増していることは頻繁に指摘されるとおりで

あるが、国際社会における新興国の存在感は、

援助においても顕著である。新興国は国際援助

市場でも存在感を強めており、「新興ドナー」

（emerging donors）と呼ばれる。しかし、Sato 

et al.（2011: 2092）が指摘するように、近年の

「新興ドナー」は、援助供与に新規参入したド

ナー（援助供与国）ではなく、むしろいつ援助

供与に着手したかにかかわらずこれら援助供与

国の影響力が新たに注目されるようになったと

いう意味で、新興ドナーと呼びうる。実際に、

いわゆる新興ドナーは新たな援助供与国なので

はなく、1955 年の非同盟運動バンドン会議で、

経済支援と経済開発のための技術協力の重要性

と、インフラの必要性が宣言された 1950 年代

という時代から国際支援に着手しているのであ

る。新興ドナーの中でもアラブ・ドナーは、長

い歴史を持ち、オイルショック期には全世界の

援助額の 40%を占めるなど、援助規模も大きか

ったが、1990 年代からは先進国の伝統ドナーが

再興し世界の援助金額の 95%を占めるに至る

（Waltz et al. 2011: 3–4）。 

 しかし、2000 年代からは、「新興ドナー」が

再興する。経済協力開発機構開発援助委員会

（Organisation for Economic Co-operation 

and Development/Development Assistance 

Committee：OECD/DAC）の推定によれば、

新興ドナー援助の総額は110億ドルから417億

ドルに及び、これは全世界の政府開発援助

（official development assistance：ODA）の

額のうち、8～31%に相当する（Waltz et al. 

2011: 1）2。こうして、G20 のような新興国は

国際政治・経済だけでなく、援助の分野におい

ても目覚ましい成長を見せてきているのである。 

 新興ドナーの存在感が増すなか、新興ドナー

のイメージが不適切に語られることがある。

Naím（2007）は新興ドナーを一枚岩のように

扱い、ドナー利益を優先させる「非民主的国家」

による援助が「ならず者国家」の延命に加担し

ていると批判しながら、新興ドナーをトラブル

メーカーとして認識している。こうした粗い一

元論を超え、新興ドナーには多様性があるとす

る慎重な分析が Kondoh et al.（2010）や Saidi 

et al.（2011）によってなされてきている。しか

し、こうした研究は、新興ドナーの援助モデル

が国際援助レジームと比較してなぜどのように
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類似もしくは異なるのかについて必ずしも焦点

を当てたものではなかった。 

 新興ドナーの援助モデルと DAC 援助モデル

との距離を理解するため、第一に、多様な援助

モデルを決定する要因を把握するため、援助モ

デルに関する先行研究をレビューする。援助受

入国の認識、援助供与国の学習プロセス、アイ

デンティティ・規範3が分析枠組みの要素として

重点的に扱われる。コンストラクティヴィズム

（constructivism：構成主義）が国際関係論に

おいて影響力を増しているが、コンストラクヴ

ィズムを新興国、とりわけ新興ドナー論に分析

した研究は稀であるといえる。コンストラクテ

ィヴィズムを分析枠組みに取り込むことにより、

本稿はなぜ DAC 援助モデルに対する新興ドナ

ーが差別化されるのかを説明する。既存の先行

研究は、DAC 援助モデルと新興ドナー援助がい

かに異なるかを論じるものが支配的であるが、

本稿では議論を更に進めて援助モデル間の差異

は各援助供与国に支配的な規範・アイデンティ

ティによって形成されると論じてゆく。第二に、

主要新興ドナーを新興超大国（中国）、地域大国

（南アフリカ）、ミドルパワー（韓国）に分類し、

各国の援助モデルの特徴を描く。これら援助供

与国は、援助の特徴・規模でプレゼンスがある

だけでなく、DAC 援助モデルへの姿勢において

も差異があり、比較分析上重要性を持つ。新興

超大国は、DAC援助モデルから最も距離を保ち、

ミドルパワーは最も近く、地域大国は中間的な

位置にある。従って、第三に、本稿では、国際

援助レジームの一部である DAC 援助モデルへ

の収斂・分岐を可能にする要因を理解する。後

述するように、国際援助レジームは、決して世

界的に確立されたものとはいえず、国際社会の

一部で共有されているものに過ぎない。従って、

「主要ドナー」と「その他ドナー」の間には一

種の境界線が存在するのであり、「その他ドナ

ー」は「主要ドナー」が確立した既存援助レジ

ームに対して従うのか、挑戦するのか、その態

度を分岐させることになる。DAC 化を差別化す

る重要な要因として、(1) 新興ドナーによる学

習、(2) 新興ドナーのアイデンティティ・規範、

(3) 援助受入国の認識、の 3 点を分析する。 

 新興ドナーの DAC 化の違いの要因を明らか

にするため、政府文書や学術論文・ワーキング

ペーパー等を活用するだけでなく、2007 年から

2014 年にかけて、政府・援助実施機関・NGO

財界団体・コンサルタント・研究者・ジャーナ

リスト等、援助に何らかの関わりがあるアクタ

ーを対象にした聞き取り調査を、南アフリカ・

韓国等の援助供与国やベトナム・カンボジア・

バングラデシュ・スリランカ・ボツワナ・スワ

ジランド等の援助受入国で多数行ってきた。本

稿の作成には、こうした調査の成果が活用され

ている。 

 

 

2. 先行研究のレビューと分析枠組み 

 

2.1 援助の定義と範囲 

 DAC（2014）は、政府開発援助（official 

development assistance：ODA）を、DAC の

ODA 受入国リスト上の国・地域もしくは多国

間機関へのフローと定義し、政府機関・地方政

府・それら実施機関によって供与され、開発途

上国の経済開発や福祉の促進を主目的として管

理され、最低でも 25%のグラント・エレメント

（grant element：GE）等の譲許性を持つもの

としている。それに対し、援助とは ODA より

も範囲が広く、Lancaster（2007: 9–10）は、

援助を「公的リソースをある政府から別の独立

した政府、NGO、国際機関に自発的に移転する

ことを指し、最低でも 25%のグラント・エレメ

ントを持ち援助受入国の条件を改善する目的を
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持つものとしている。 

 しかし、「援助」・「開発支援」・「開発協力」と

いった用語は、新興ドナーの文脈においては定

義が容易でない。これは、新興ドナーが選好す

る用語は、新興ドナーによって異なることが一

要因であるが、同時に新興ドナーの「援助」と

いうものが、質的に範囲が異なるということに

も起因している。Said et al.（2011: 7）が区別

しているように、新興ドナーの援助行為は、貿

易・投資・狭義の援助の間で境界が曖昧なもの

であり、かつ官と民の境界も曖昧な「国際開発

協力」と呼ばれるべきものである。例えば、1960

年代の日本ですら、「援助」・「ODA」という用

語よりも、「経済協力」という用語を用いていた。

新興ドナーに関して言えば、中国が選好する「対

外援助」という用語は、グラントから譲許性借

款、商業投資、貿易関連譲許性融資、文化交流

プログラムまで含んでいる（Sentences 2007: 

13）。Saidi et al.（2011: 7）は「国際開発協力」

を 2 つに類型化し、チャリティに基づく「国際

開 発 支 援 」（ international development 

assistance）と援助供与国の国益に基づく「開

発 投 資 ・ 融 資 」 （ development 

investment/finance）の存在を指摘している。

新興ドナーの文脈で言えば、援助や国際開発協

力は、上記の 2 つを含むことがあるが、総体的

な重点は後者の開発投資・融資に置かれること

が多い。従って、本稿では、「援助」を広く捉え

ることとし、新興ドナー自身が援助と捉える金

融支援・経済協力・南南協力のいずれをも含む

ものと定義する。この広い定義は、DAC の援助

定義を、新興ドナーが共有していないことが多

い以上、必要なものであろう。 

 

2.2 援助モデルと国際援助レジーム 

 先行研究は、必ずしも援助モデルについて明

確に定義してきたとは言えない。これは、主要

な研究が援助モデルについてよりも援助効果

（aid effectiveness）に集中してきたからであ

るが、同時に、援助モデルの制度化の水準が、

各援助供与国・歴史的プロセスによって多様で

あるからでもある。本稿において、「援助モデル」

とは、個別援助供与国もしくは類似した援助国

グループの間で特徴的な援助政策・システムに

関する制度化された指向性を広く指す

（Kondoh et al. 2010: 5）4。 

 援助モデルは、各国内で制度化されるだけで

なく、国際的にも国際援助レジームに制度化さ

れている。Krasner（1983）は国際レジームを、

国際関係の特定分野における明示的あるいは

非明示的な原理・規範・ルール・意思決定の手

続きのセットであり、それを中心として行為者

の期待が収斂してゆくものと定義している5。

Hook（2008: 92）は Krasner（1983）の定義

を国際援助レジームに応用し、援助に関連した

原理・規範・ルール・意思決定手続きとして国

際援助レジームを定義し、個別援助供与国・受

入国がそのレジームに収斂してゆくものと理

解した6。稲田（2013: 9–10）は国際援助レジー

ムの理解を更に発展させ、国際援助レジームを、

主要な援助供与国を中心とするある特定の開

発思想とアプローチが、他の援助供与国にも影

響を与え、そこに共通の規範とルールに基づく

枠組みが形成されて、他の援助供与国もその規

範とルールに則って開発途上国に支援を行う

ような制度、と定義している。 

 国際援助レジームの根底をなす国際開発・援

助に関する主要国際規範については、これまで

西側諸国を起源とし（Rowlands 2008: 4）、国

連・世界銀行・DAC といった国際機関によって

主導されてきた。新たな規範を打ち出し、普及

させる「規範起業家」のうち世界銀行は経済開

発に関連した規範を World Development 

Report を通じて毎年報告し、社会開発関連の規
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範に関心を持つ国連開発計画（United Nations 

Development Programme：UNDP）は Human 

Development Report を出版してきた（稲田

2013: 20, 5）。同様に DAC も、援助の有効性に

関する援助関連の国際規範の形成に積極的な関

与をしてきた。2005 年のパリ宣言は、91 カ国・

グループが署名し、2008 年のアクラ行動計画

（Accra Agenda for Action）は国際開発・援助

に関する規範としては最も共有されているもの

であろう（Reilly 2012: 73）。2005 年と 2008

年に打ち出された国際規範に基づき、DAC は 5

つの革新的原則を特定している： 

 

1. オーナーシップ（ownership）：援助受入国

は自身の国家開発戦略を形成すること； 

2. アライメント（alignment：連携）：援助供

与国は援助受入国の開発戦略を支持するこ

と； 

3. 調和化（harmonisation）：援助供与国は援

助受入国における援助供与国の努力を合理

化すること； 

4. 結果（results）：開発政策は、明確に定義

された目標を持ち、その進捗はモニターさ

れること； 

5. 相互説明責任（mutual accountability）：

援助供与国と援助受入国は、開発目標を達

成するための合同の責任を負う（Reilly 

2012: 73）。 

 1963 年に創設された DAC は、1996 年の

DAC 新開発戦略、2003 年の調和化に関するロ

ーマ宣言、2004 年のマラケシュ円卓会議のメモ

ランダム、2005 年の援助有効性に関するパリ宣

言、2008 年のアクラ行動計画、2011 年の釜山

会議によって、援助関連の方向性・手続きを統

合する努力を重ねてきた。 

 しかし、実際には、国際レジームは制度化水

準の点で多様である。Keohane et al.（2002）

は国際レジームの制度化水準の指標として、(1) 

適切な行動に関してメンバー間でどれほど同意

が形成されているかを測定するための共通性、

(2) ルールの特定性、(3) 機能分化、を提示し

ている。国際経済分野における国際レジームは、

関税と貿易に関する一般協定（ General 

Agreement on Tariffs and Trade：GATT）や国

際通貨基金（International Monetary Fund：

IMF）のように高度に制度化されてきたといえ

るが（稲田 2013: 10）、援助分野における国際

レジームは共通性がほぼ DAC 加盟国に限定さ

れるということもあり、高度に制度化されたと

は言い難い。DAC 加盟国であっても、アメリ

カ・フランス・日本と、イギリス・オランダ・

北欧諸国の間の共通性には疑問が残る。DAC

はしばしば利益が集約した単一の「ライクマイ

ンデッド」（like-minded）なグループとして見

なされがちであるが、「標準的」な DAC 援助モ

デルというのは DAC メンバー間でも共有され

ていない。これは、DAC 内のライクマインデッ

ドなグループは、イギリス・オランダ・北欧職

国に限定されることが一因であるし、DAC 内の

規範形成はこうした集団によって主導されてい

る一方で、他の DAC 加盟国はこうした規範に

無関心となりがちだからである7。その結果、

DAC は多数の援助関連規範を「紳士協定」とし

て形成し、DAC が援助供与国の行動を指示する

ことはなく、「ベスト・プラクティス」（best 

practices）と考えるものを提言するに留まるの

である（Kondoh et al. 2010: 6; Rowlands 2008: 

4）。 

 例えば、DAC は自身が支持する規範に基づ

き、多数の援助関連ガイドラインを導入してき

た。ODA/GNP 比、グラントエレメント、援助

のアンタイド化、援助評価手法、技術協力の合

理化、といったモダリティに関する規範・手続
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きを形成することに尽力してきたし、ジェンダ

ー・環境・参加型開発・民主的ガバナンス・平

和構築といった実際の援助目標に関する規範

も構築してきた（稲田 2013: 111–2）8。こうし

た多数の規範に基づき、「DAC 援助モデル」は、

実際に存在する援助モデルというよりは、援助

供与国が従うべき「イメージ」に留まることに

なる（Kondoh et al. 2010: 6）。この援助モデル

の理想に従うと、あらゆる援助供与国は、援助

プログラムを統一し、政策の一貫性を保ち、援

助政策の調和化を達成すべきとなる（Potter 

2008: 4）。 

 

2.3 DAC 化 

 DAC 援助モデルは、国際援助レジームの一部

として形成されてきた。非 DAC 加盟の援助供

与国がDAC援助モデルを採用するのであれば、

既存の国際援助レジームの発展に貢献すること

となる。本稿では、このようなプロセスを「DAC

化」と暫定的に呼ぶこととする。新興ドナー援

助の DAC 化により、DAC が定義する援助目

標・モダリティに関する「ベスト・プラクティ

ス」を新興ドナーが受け入れるものと期待され

ることになる。 

 DAC 化という国際援助レジームの更なる空

間的拡大はどのようになされるのであろうか。

国際レジームの拡大は、パワー（国際関係にお

ける軍事力や経済力）、プレイヤーの利益、非物

質的な信念（価値、規範、アイデア、イデオロ

ギー、知識）によってなされるとされている（山

本 2008: 60）。パワーの場合、DAC 自体もしく

は DAC 加盟国の覇権的なパワーを通じて、新

興ドナーが DAC 援助モデルを受け入れるよう

に強いるものであり、そのことによって DAC

化が進展することになる。対照的に、Organski

（1968）が論じているように、覇権国のパワー

が総体的に弱体化するような場合、既存の国際

レジームに不満を持つ挑戦国は新たな国際レジ

ームの確立を画策することになる。プレイヤー

の利益の場合、新興ドナーが DAC 援助モデル

を受け入れ、DAC 化を進めるのは、そこに物質

的な利益を見いだしうるときとなる。反対に、

利益を見いだすことができないような場合には、

新興ドナー援助の DAC 化は展開し得ない。非

DAC 加盟の援助供与国は、DAC 援助から学ぶ

意欲を持つ場合、自発的に DAC 化を推進し、

意欲がなければ自発的な DAC 化は期待し得な

い。しかし、国際援助レジームの場合、ルール

の適用は強制・制裁を通じて行われるのではな

くあくまでも期待を通じて行われるのであり、

DAC 化は、交渉・説得といったソフトなパワー

行使によっても進むことがあるものの、プレイ

ヤーの利益や非物質的な規範によって追求され

ることが多いと言えよう。 

 

2.4 DAC 化の差異の要因 

 DAC 援助モデル概念があくまでも援助モデ

ルのイメージに過ぎないことを既に指摘した。

現実には、援助モデルは多様であり、本稿では、

援助モデルの DAC 化を推進ないし阻害する外

生的要因として、(1) グローバル化、(2) 国際

政治文脈・外交戦略、(3) 援助関連の国際圧力、

(4) 援助受入国の認識に注目する。また、内生

的要因として、(1) 各援助供与国の援助目的、

(2) 援助供与国の学習プロセス、(3) 援助供与

国のアイデンティティ・規範にも注目する。 

2.4.1 外生的要因 

 Kondoh et al.（2010）は、新興ドナーは援助

モデルにおいて多様であるばかりでなく、DAC

援助モデルに対するアプローチにおいても多様

であることも指摘している。実際に、中国のよ

うな新興超大国は DAC 援助モデルへの距離を

保ちがちなのに対し、韓国のようなミドルパワ
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ーは第三章でみるように DAC 援助モデルへの

接近を図っている。 

 では、なぜ新興ドナーのうち一部の国は DAC

化に関与するのであろうか。第一に、グローバ

リゼーション仮説によれば、冷戦の終焉とそれ

に続くグローバリゼーションによって、新興ド

ナーの選択肢が減少したと理解される。この仮

説によれば、1960 年代・1970 年代には民主主

義・権威主義・革命・コーポラティズム・内戦

といった多くの選択肢が開発途上国に開かれて

いたものの（Wiarda1993）、現在では「歴史の

終わり」（Fukuyama1992）により自由民主主

義・市場経済のみが選択可能であるとしている。

こうした単一モデルへの収斂は、援助モデルに

おいても同様であると考えられるのである。 

 しかし、このグローバリゼーション仮説は、

援助モデルの収斂に関して消極的要因から理解

するものであり、疑問も残されている。冷戦終

焉・グローバリゼーションという外因性要因だ

けでは、韓国が DAC 加盟のために DAC 化を進

める一方で、なぜ中国が DAC 援助モデルに無

関心であるのかを十分には説明できないからで

ある。 

 第二に、国際政治的文脈や外交戦略も、援助

供与国がどのように、なぜ援助供与に関与する

のか、もしくはしないのかを決定する要因とな

りうる。この文脈的な要因は、新興ドナーが埋

め込まれる広範な国際的背景を重視するもので

ある。例えば、二極的な冷戦体制の下では、第

三の極としての非同盟運動を形成するインセン

ティブがあったし、冷戦期の中国・インド援助

は、非同盟運動の文脈に動機づけられていた。

地政学的利益、近隣国との政治関係、国際社会

での地位に関わる新興ドナーの外交戦略も、援

助モデルの選択上関連があるものと考えられる

（Kondoh et al. 2010: 13）。援助供与国はライ

バル国との差別化のため、援助モデルを選択・

決定することもあれば、成熟ドナーであること

を強調するために DAC 援助モデルに接近する

こともありうる。こうして、国際政治的文脈・

外交戦略は、DAC 化への態度を分岐させるので

ある。 

 第三に、特に DAC からの援助関連の国際圧

力も、援助行動を形成する要素となることがあ

る。新興ドナーに対する DAC の態度や、現行

の援助の有効性に関する議論は、こうした圧力

の例といえるが、ライバル国との競争といった

現象も、国際社会からの圧力に含めることがで

きよう（Kondoh et al. 2010: 13）。 

 第四に、新興ドナー援助を受ける主要援助受

入国の認識もまた、援助モデルの決定と DAC

化への態度に左右する。例えば、もし援助受入

国が DAC 援助モデルの規範・モダリティ・ス

キーム・手続きを選好するのであれば、こうし

た選好は新興ドナーが DAC 援助モデルを採用

するよう促進する要因となる。対照的に、援助

受入国が DAC 援助モデルに魅力を感じない場

合、「顧客の声」は、DAC 化を押しとどめる要

因となりうる。 

 

2.4.2 内生的要因 

 外生的要因は確かに援助モデルに関するドナ

ーの選択に影響するものと考えられるが、外生

的要因に対する国内での反応を決定する際に極

めて重要な役割を果たすのは内生的要因である。

Lancaster（2007: 9）が論じているように、援

助政策は国際要因だけでなく、国内要因にも影

響を受けることになる。というのも、国内政治

は国際利益と国内利益を仲介するという重要な

役割を担うからである。類似した国際要因にも

かかわらず、国内の反応が異なることが多々見

られることを考慮すれば、妥当な指摘と言えよ

う9。従って、本稿では、DAC 化における内生

的要因の役割の特に重点を置く。 
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 第一に、Lancaster（2007: 4–5, 13–7）が指

摘するように、外交目的・開発目的・人道目的・

商業目的10・文化目的といった援助目的の多様

性が、援助モデルを定義することがある。DAC

援助モデルは援助受入国の開発目的・人道目的

を追求することになっているが、いかなる援助

供与国であっても、単一の援助目的を追求して

いる訳ではない。現実には、援助供与国は複数

の援助目的を複合しているのであって、その複

合の相対的バランスが援助供与国によって異な

り、また、援助目的は固定的ではなく、時間の

経過につれてその相対的バランスも変容しうる

のである（Kondoh et al. 2010: 8）。 

 しかし、援助目的だけでは、なぜ韓国のよう

な特定新興ドナーが外交的・商業的利益を残し

つつも DAC 援助モデルを基本的に受容するの

かを十分には説明できない。そこで、第二に、

本稿では、新興ドナー自身による学習プロセス

にも焦点を当てる。つまり、新興ドナーの学習

プロセスが、既存の国際援助レジームへの態度

を多様化する可能性を検討するのである。グロ

ーバリゼーションといった外生的要因のインパ

クトは所与ではなく、個別多様な国内的反応に

翻訳される。例えば、国際的文脈が変われば、

新興ドナーは自己の利益を最大化するために援

助モデルを確立・変容するかもしれない。しか

し、援助モデルの確立・変容は、単純な作業で

はない11。援助供与国が先入観なく援助モデル

を確立・変容することは稀であろう。後発工業

国は先発工業国から学習することで、工業化の

プロセスを圧縮すると説いた Amsden（1989）

の考えと同様、後発の新興ドナーは、先発援助

供与国の経験を学習することで、効率的な援助

モデル構築を追求することができる。もちろん、

学習プロセスには正否の側面があり、後発援助

供与国は他援助供与国の失敗という教訓から学

ぶこともある。また、学習プロセスはコンスタ

ントに見られるものではない。学習プロセスが

重要性を持ち集中的に行われるのは、援助モデ

ルの制度化・再制度化のプロセスにおいてであ

る。一旦、安定的な国内・国際環境の下で、特

定の援助モデルが制度化されれば、学習の強度

（intensity）は低下し、新興ドナーは自己の援

助を慣性で運用するようになる。 

 しかし、第四章で見るように、なぜ新興ドナ

ーによって学習対象のモデルが異なるのであろ

うか。そこで、第三に、コンストラクティヴィ

ズムが論じるように価値・規範・アイデンティ

ティ・アイデア・イデオロギー12といった新興

ドナー及び主たるアクターに内面化された非物

質的な要素が、DAC 化への態度を形成すること

を本稿では提起する。規範・アイデンティティ

の役割は、DAC 化への態度を決定するうえでそ

の影響力を増している。例えば、韓国は依然と

して外交政策における伝統的な商業的利益を維

持しつつも、DAC 化を大胆に進めてきている。

援助政策において商業的利益を保持しつつも

DAC 化を推進するという幾分矛盾しているよ

うに見える韓国の選択は、利益に基づく従来の

説明では理解し得ないものである。Lumsdaine

（1993）が論じているように、援助の方向性を

決定するのは、道徳といった非物質的な要素も

ある。このように、物質的な経済的利益を超え

て非物質的要素を視野に入れた分析が必要とな

る13。 

 国際社会の主要アクターに共有される国際規

範・アイデンティティの重要性は、コンストラ

クティヴィズムによって注目されるようになっ

ている。コンストラクティヴィズムは、ひとた

び規範やアイデンティティが制度化・内面化さ

れると、それらがアクターの不適切な行動を制

約し、望ましい行動に収斂させる機能を持つと

理解する（大矢根 2013: 10–1）。国際社会にお

ける規範・アイデンティティが包括的かつ支配
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的になり、大半のアクターに内面化されると、

それら一連の規範は国際レジームとして機能し、

DAC 化を推進することになる。 

 規範・アイデンティティは、DAC 内に限定さ

れるのではなく、個別援助供与国にも共有され

る。他方で、援助供与国内にも、個人・集団・

組織に多様な規範・アイデンティティがそれぞ

れ存在し、それらアクター間での競争や相対的

パワーバランス（relative power balance）によ

って、援助供与国としての特定規範・アイデン

ティティが決定されることになる14。援助政策

に関連するアクターは、政治家、外務・経済官

僚、援助実施機関、企業・市民社会といった利

益集団、納税者等で通常構成される（Kondoh et 

al. 2010: 11）。特に、NGO を含む市民社会は、

「規範起業家」として重要な役割を担っている

（山本 2008: 99）。Finnemore et al.（1998）が

示唆しているように、規範には一種のライフサ

イクルがあり、既存の規範に対して NGO が代

替的で「普遍的」な規範を提起し（norm 

emergence）、他のアクターに規範が拡散し

（norm cascade）、最終的にほとんどのアクタ

ーに規範が内面化されることになる。しかし、

新興ドナーの場合、市民社会に開かれた政治的

空間は概して限定的であり、代わって保守的な

政治エリートが規範・イデオロギー決定に卓越

したパワーを行使するのであり、DAC 化のレベ

ルは低いものに留まる可能性がある。特に、国

際援助規範を比較的共有しがちな外交官庁と、

自国の経済的利益を指向しがちな経済官庁の間

での競争が、個別援助供与国の規範決定の重要

決定要因となる。加えてアクター間の連合

（coalition）も、DAC 化に影響する。つまり、

政治アクターが市民社会と連合すれば、援助に

おける人道規範を肯定することになり、DAC

化が促進される可能性が高まる。このように新

興ドナーの規範・アイデンティティを分析する

場合、援助に関連するアクターの間の相対的パ

ワーバランスとアクター間の連合にも着目する

必要がある。 

 もちろん、援助に関する国際規範と各新興ド

ナーの援助規範には、何らかのギャップが存在

することも十分に予想される。すなわち、既存

の国際援助レジームに対する新興ドナーの態度

は、各援助供与国が国際社会においてどのよう

な役割をいかに担うかという認識次第なのであ

り、認識が多様であるため、国際援助レジーム

に対して新興ドナーは多様な態度を見せること

になる。Reilly（2012: 72）が論じているよう

に、国際規範への態度は、主要国際規範に対抗

するよりは受容を選好するアプローチ

（norm-taker approach：規範利用者）と、自

己の経験・イデオロギー・戦略から得られた代

替的規範を促進するアプローチ（norm-maker 

approach：規範構成者）の二つがある。超大国

としてのアイデンティティを持つ国は、重いコ

スト負担にもかかわらず、規範構成者として新

たな国際秩序を構築することに意欲を持つこと

になる15。新興ドナー論の文脈で言えば、近年

の中国や将来のインドのような新興超大国は、

既存国際援助レジームを一部選別（select）し、

挑戦（challenge）し、新たな国際援助レジーム

ないしは地域的な援助レジームの構築を主導

（lead）してゆく潜在力を持つ16。対照的に、

韓国はミドルパワーと自認していると考えられ、

規範利用者としてあくまでも DAC 援助モデル

という既存国際援助レジームに大筋で同調して

ゆくことになる。 

3. 新興ドナーの援助モデルと DAC 援助モデル

との距離 

 

 本章では、新興ドナーを 3 つに類型化し、そ
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の特徴を概観する。そのため、各援助供与国の

歴史的沿革、主要援助政策とプライオリティ、

援助システムを分析する。社会セクターへの重

点 、 ミレ ニア ム 開発 目標 （ Millennium 

Development Goals：MDGs）への同調、国際

社会とのパートナーシップ、援助システムの統

合、といった DAC 援助モデルと類似するよう

な要素が見られれば、DAC 化を測定する指標と

なろう。 

 

3.1 超大国援助モデル：中国援助 

 中国援助は長い歴史を持ち、その歴史の中で

大きく変動を遂げてきた。1949 年の建国から

1970 年代にかけて、中国援助は第三世界との連

帯（solidarity）、非同盟運動、台湾との外交競

争によって動機づけられ、これらはいずれもイ

デオロギー・政治的なものであった（Potter 

2008: 10; Rowlands 2008: 6）17。この政治的に

動機づけられた援助は大規模な展開を見せ、非

常に高価な援助でもあり、文化大革命の終焉に

より見直されることになる。1980 年代から、中

国は「走出去」戦略によってグローバリゼーシ

ョ ン や 世 界 貿 易 機 関 （ World Trade 

Organisation：WTO）加盟に準備するように

なる。例えば、競争力のある多国籍企業のブラ

ンドネームを確立し、国有企業と外資の合弁を

促進し、中国企業による活発な海外直接投資

（foreign direct investment：FDI）や合併を奨

励し、中小企業にはエンド・マーケットに参入

するように促した。1990 年代には、援助に関す

る一連の制度改革が導入される。例えば、開発

途上国のインフラ・エネルギー部門の開発を主

目的とした借款供与機関として、中国輸出入銀

行が創設されている（Brautigam 2009: 74, 

79–80）。近年の中国援助は、アジアに約 40%、

アフリカに 25%、ラテンアメリカに 13%が配分

されている（Sentences 2007: 12–3）。 

 中国援助は中国の平和共存五原則と対外援助

八原則によって規定され、DAC 援助モデルから

距離を保ち続けてきた（Brautigam 2009: 30; 

Sentences 2007: 5）。例えば、中国は貿易・投

資の二国間関係を強化することで中国の経済発

展を確実なものにし、「走出去」戦略によってタ

イド援助と資源確保を関連づけ、「ウィン・ウィ

ン」（win-win）の原則に基づく援助を展開して

いる（稲田 2013: 130）。これを肯定的に見れば、

中国援助は援助受入国の工業化・雇用に貢献し

ていると評価しうる。Moyo（2010）が論じて

いるように、援助だけでは開発の十分条件とは

なりえず、援助は輸出志向の活発な FDI を伴う

ことが必要なのである。このような経済に重点

を置いた開発観は、社会開発や人道支援に重点

を置いた DAC の開発・援助の言説と対照をな

すものである。このように、政府主導型開発、

援助受入国の内政への不干渉、FDI・借款の積

極活用、貿易・工業化の重視といったいわゆる

「北京コンセンサス」は、民主化・経済自由化・

規制緩和・民営化を声高に主張する「ワシント

ンコンセンサス」という規範と大きく異なるの

である（稲田 2013: 130–1）。 

 

3.2 南のハイブリッドな援助モデル：南アフリ

カ援助 

 南アフリカは、開発途上国ではあるものの、

地域大国の一角を占め、南南協力に積極的に関

与している18。UNCTAD（2006）は南南協力を

「途上国間の貿易・投資・金融に関する経済・

技術協力」として定義している。南南協力は、

開発を促進するために南の諸国間で行われる資

源・技術・スキル・技術的ノウハウの広範な交

換行為を指す（Besharati 2013: 36）。この生産

部門に重点を置いた協力は、社会開発を重視す

る近年の開発言説と異なる（Waltz et al. 2011: 

17）。 
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 援助供与国としての南アフリカは、長く複雑

な歴史を持つ。まず、南アフリカは、アパルト

ヘイト体制下で援助供与に着手している。アパ

ルトヘイト体制下での援助政策は政治的動機に

強く動機づけられていた。すなわち、1994 年に

アパルトヘイト体制が廃止されるまでの南アフ

リカは、国際社会から制裁を受けていたため、

外務省の影響を受けない国家安全保障委員会が、

ア フ リ カ 民 族 会 議 （ African National 

Congress：ANC）支持の近隣多数派支配国に

対し、軍事的アプローチを追求する一方、レソ

ト・コートジボワール・赤道ギニア・コモロ・

パラグアイといった諸国を支援し、南アフリカ

への外交的支持を獲得しようと努めていた

（Alden et al. 2003: 11–2; Sidiropoulos 2012: 

220）19。 

 アパルトヘイト体制の終焉により、新生南ア

フリカは、援助政策を劇的に改める。2000 年に、

南アフリカはアパルトヘイト経済協力促進基金

（Apartheid Economic Co-operation Promotion 

Loan Fund）を改組し、南アの国際目標実現のた

めの手段として、アフリカ・ルネッサンス・フ

ァンド（African Renaissance Fund：ARF）を

体系的に制度化された援助実施機関として外務

省傘下に設置する。ARF の設置は、アフリカ国

家間でのパートナーシップと連帯を強く支持す

るムベキ（Thabo Mbeki）のアフリカ・ルネッ

サンス精神（Africa Renaissance Spirit）に基

づくものである。ARF のマンデートは、民主主

義、グッド・ガバナンス、紛争解決、社会経済

発展、災害救援、技術協力、能力開発を包括的

に支援する資金を提供することにある

（Besharati 2013: 19）。しかし、ARF への監

督が不十分であり、人権を侵害する「ならず者

国家」（ギニア・ジンバブエ）を支援し、2002

年にマリで開催されたサッカーのアフリカ・ネ

イションズ・カップ（African Cup of Nations）

のような非開発案件にも資金拠出をしていると

して、ARF は 2010 年に野党からの強い批判に

晒されるようになる（Sidiropoulos 2012: 

227–30）。 

 2007 年に、与党 ANC はアフリカ大陸の全国

家の貧困削減を対象とする新たな援助実施機関

の設置を議論し、一貫性ある援助活動を調整し、

ODA/GNI 比を 0.2～0.5%に倍増する援助実施

機 関 の 設 置 を 行 う こ と で 結 論 を 見 た

（Besharati 2013: 34）。南アの国際関係・協力

省（Department of International Relations 

and Cooperation：DIRCO）は、南アフリカ開

発パートナーシップ庁（ South African 

Development Partnership Agency：SADPA）

法案を作成し、同法案は 2012 年 12 月に承認さ

れ、2013 年 6 月に SADPA が新たな開発協力

の実施機関として正式に設立される。SADPA

のビジョンは、「自足社会を創生するため、アフ

リカと開発途上国におけるイノベーションを主

導するパートナーシップを発展させること」に

ある（Casoo 2012）。SADPA の重要戦略の一つ

に、政策の重点を共同で特定することを挙げ、

SADPA 事業があくまでも需要主導型で運用さ

れることを意味している。また、SAPDA は、

アフリカに援助受入国のプライオリティを設定

している。加えて、SADPA は南南協力モデル

に見られるように援助受入国と南アの互恵を重

視している（Casoo 2012; 国際関係・協力省か

らの聞き取り）。 

 SADPA は潜在的に広範な援助スキームを対

象とすることが期待されているが、財政的制約

と、他省庁・州との分業により、SADPA の事

業範囲は実質的に制限されている。つまり、少

なくとも現段階においては、SADPA はグラン

ト・技術協力案件に特化することを余儀なくさ

れているのである（Besharati 2013: 54）20。伝

統的に分権的行政機構を持つ南アでは、国際関
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係・協力省、財務省（National Treasury）、貿

易産業省（Department of Trade and Industry）、

大統領府（Presidency）の少なくとも 4 つの省

が援助に重要な役割を担い、司法、国防（PKO

を担当）21、警察、教育（奨学金プログラムを

展開）、エネルギー、農業、科学技術といった省

庁や各公共団体も無視し得ないプレイヤーであ

る。加えて、大半の州がドナー資金を活用した

国際業務に従事する（Besharati 2013: 31, 45, 

7）22。 

 南アフリカは国内に深刻な貧困・格差問題を

抱えているものの、ODA/GNI 比が 0.7～1.0%

と高く推計されている。但し、南アによる支援

には、平和構築、債務帳消し、インフラ開発へ

の非譲許性融資、南部アフリカ関税同盟

（Southern African Customs Union：SACU）

の関税収入による事実上の財政支援、研修・奨

学金・技術協力プログラムまでが含まれ、南ア

の援助が DAC 定義の ODA 概念に合致するか

については議論がある（Besharati 2013: 32, 6）。

SACU 収入の移転や、共通通貨地域（Common 

Monetary Area：CMA）関連の支援、防衛省か

らの支援を除外し、DAC 基準により援助規模を

推計すると、南アの援助規模は 2 億 8000 万ド

ル規模になり、ODA/GNI 比は 0.17%相当にな

ると算出されている（Rowlands 2008: 12）。 

 DAC 化について見ると、南アはパリ宣言やグ

ッド・ガバナンス支援を支持し、DAC 援助モデ

ルに総じて合致しているものと考えられる。し

かし、現段階では DAC 加盟国ではないし、援

助関連のデータベースや案件評価枠組みを備え

た洗練された援助供与国とも言い難く、DAC

化の初期段階にあるといえよう（国際関係・協

力省からの聞き取り）。他方で、南ア援助には独

自性も見られる。南アはアフリカとの連帯・パ

ートナーシップを頻繁に強調し23、援助受入国

のオーナーシップを慎重に尊重するように努め

ている。確かに、民主化とグッド・ガバナンス

へのプライオリティは DAC 援助モデルと類似

するものの、南アの政府は民主化・人権に政治

的コンディショナリティを課すことには消極的

でもある24。 

 加えて、南ア援助は、国内の開発ニーズと対

外援助を調和化させるため、様々な政治的・経

済的利益に埋め込まれている（Besharati 2013: 

58）。政治的利益について言えば、南アは自身

の政治的戦略のために多国間機関に活発に関与

している。例えば、南アは多国間安全保障・開

発に向けたチャンネルとしてアフリカ連合

（African Union：AU）を重視し、AU の強化

に尽力してきた。実際、AU の創設以来、南ア

政府はAU予算の 5 大拠出国であり続けてきた

し25、拠出金を期限内に納付する数少ない国で

ある。また、これまで、AU の全アフリカ議会

（Pan African Parliament）を南アのミッドラ

ンドに誘致し、2012 年の AU 議長選に元外務

大臣を擁立するなど、関与を強めている。南部

アフリカ開発共同体（ Southern African 

Development Community：SADC）に対して

も深く関与しており、SADC の 15 加盟国中、

南アは最大の資金拠出国であり、SADC 予算の

20%を占めている。2009 年から 2010 年にかけ

ては、SADC の政治・防衛・安全保障の機関の

議長となり、SADC の地域指標戦略開発計画

（Regional Indicative Strategic Development 

Plan：RISDP）取り纏めでも重要な役割を演じ

ている（Besharati 2013: 22）。このように、ア

フリカ大陸における南アの関与は明確であり、

コートジボワールの停戦調停にも乗り出してい

る（Sidiropoulos 2012: 217）。 

 経済的利益に関してであるが、南ア援助のう

ち特に SADPA 支援は経済的利益を考慮しない

ことになっているが（国際関係・協力省からの

聞き取り）、援助に経済的利益が含まれないとい
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うことではない。むしろ、南ア援助における経

済的利益は増しているように見える。南ア経済

は地域的に統合されており、一層の地域統合を

進めることで南アの経済的利益は確保されるの

であり、援助は援助供与国の経済的利益のため

に地域統合を促進する手段としても使用されて

いる。南アは 1996 年に復興開発計画

（ Reconstruction and Development 

Programme：RDP）を改め、「成長・雇用・再

分 配 」 （ Growth, Employment and 

Redistribution：GEAR）と呼ばれる経済開発

計画を実施することとしたが、これは RDP の

ベーシック・ヒューマン・ニーズ（basic human 

needs：BHN）重視路線から、新自由主義的経

済成長の重視への転換を意味するものであった

（Alden et al. 2003: 28）。また、1999 年には、

外務省が自己のミッションを「安全保障と富の

創出」と再定義している。 

 現実に、南アはアフリカ大陸における自己の

経済的利益を推進するためのチャンネルを多数

有している。2010 年に、経済開発担当省は、南

アによる地域成長支援は、連帯のためだけに行

われるのではなく、南アの経済機会を確保する

ための手段として行われていることに言及して

いる（Besharati 2013: 24）。貿易産業省も

SACU を通じて国際協力プログラムを調整す

る役割を担っているが、南ア・ボツワナ・レソ

ト・ナミビア・スワジランドで構成される

SACU は域外諸国との貿易には関税を課すの

であり、得られた関税収入はプールされ、SACU

加盟国に配分されている。南ア以外の加盟国に

とって、SACU 収入は非常に重大な意味を持ち、

国家歳入の 20-70%を占めるばかりか、一般財

政支援と類似した事実上の南アからの支援とい

う性格を帯びている（Sidiropoulos 2012: 

224–5）。更に、中国製品が大量に流入する他の

開発途上国と異なり、ボツワナ・レソト・ナミ

ビア・スワジランド（BLNS）の各市場は、SACU

の保護の下、南ア製品が支配的となっている26。

南アは産業開発公社（Industrial Development 

Corporation：IDC）や南部アフリカ開発銀行

（Development Bank of Southern Africa：

DBSA）といった地域開発金融機関も有してお

り、IDC が南部アフリカの工業化促進のための

金融を提供するのに対し、国営金融機関の

DBSA は SADC 加盟国のインフラ開発のため

に膨大な資金を供与する27。また、南アは 2001

年創設の「アフリカ開発のためのパートナーシ

ッ プ 」（ New Partnership for Africa’s 

Development：NEPAD）の共同設立者、かつ

最大の資金拠出国であり、南ア国内に NEPAD

事務局を誘致している（Besharati 2013: 20–1）。 

 このように、南ア支援のうちとくに SADPA

による支援は、他のアフリカ諸国との連帯を構

築するために行われているように見えるが、よ

り広義に援助を捉えると、南アの経済・商業利

益とのリンケージは確かに存在しているのであ

る。 

 小林（2013: 249）は南ア援助が南南協力と

DAC型ODAを混合したハイブリッドな援助モ

デルを形成していることを示唆したが、援助供

与国の経済的利益は SACU と DBSA によって

確保されるのであり、恐らく南ア国内で DAC

型援助モデルに最も近接しているのは SADPA

であろう。同時に、南アの援助モデルは、アフ

リカによるアフリカのための支援であることを

強調しており、その意味で、南アの援助モデル

は、「南のハイブリッドな援助モデル」と言うこ

とができよう。 

3.3 アジアの DAC 援助モデル：韓国援助 

 韓国は、北朝鮮との正統性論争と外交関係の

開拓という外交目的のために 1963 年から援助

供与に着手した。しかし、1980 年代になると、
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1986 年のアジア競技大会（Asian Games）と

1988 年のソウル・オリンピック開催、新興工業

経済地域（Newly Industrialising Economies：

NIEs）としての台頭、韓国優位となった南北朝

鮮関係、1991 年の南北国連同時加盟といった要

因により、韓国援助は北朝鮮との外交競争のた

めではなく、経済目的のために再編されて行く。

援助規模は拡大し、1987 年に借款実施機関とし

て対外経済協力基金（Economic Development 

Co-operation Fund：EDCF）を韓国輸出入銀

行内に設置し、省庁のグラント援助機能を統合

して 1991 年に韓国国際協力団（Korea 

International Co-operation Agency：KOICA）

を新設するなど、援助政策の形成・実施は体系

化されてゆく（近藤 2014: 7）。 

 2000 年以降、金大中大統領と盧武鉉大統領は、

援助を量的拡大して国際社会に貢献しようとす

るだけでなく、援助の質の改善にも取り組んで

きている。韓国は援助政策において援助供与国

の狭義の経済的利益ではなく「普遍的価値」と

援助受入国の利益を重視しつつある。2006 年に

立案された「Vision 2030」は、援助規模を量的

に拡大し、2015 年までにODA/GNI比で 0.25%

とすることを国際的に公約している。更に、

「Vision 2030」は、質的な改革にも言及してお

り、援助目的をミレニアム開発目標と DAC の

方針に合致させることとしている（近藤 2014: 

7）。アンタイド援助は依然として韓国援助改革

の焦点であるものの、国際開発協力基本法

（ International Development Co-operation 

Basic Law）を 2009 年 12 月に立法化し、援助

哲学・具体的アジェンダ・戦略を明確化してい

る（金 2010: 12）。韓国援助は国際社会とのパ

ートナーシップも強化してきている。実際、韓

国は 2005 年段階で「援助効果にかかるパリ宣

言」に署名した唯一の非 DAC 加盟国（当時）

であったし（MOFAT 2008: 10）、他援助供与国

との調和化（harmonisation）に関与してきて

いる。国際社会とのパートナーシップは DAC

加盟以後も強化されてきており、韓国は 2008

年の「援助効果向上アクラ・ハイレベルフォー

ラム」（Accra High Level Forum：HLF）に参

加し、2011 年の「釜山ハイレベルフォーラム」

（Busan HLF）に至っては開催国であった。こ

れら一連の改革によって、韓国は 2010 年に

DAC加盟を果たしたのである（近藤2014: 7–8）。 

 しかし、韓国が DAC 援助モデルに完全に収

斂した訳でもないことは事実であろう。外交部

（Ministry of Foreign Affairs：MOFA）28と

KOICA は社会開発を重視するメインストリー

ムの開発言説に追随するものの、企画財政部

（Ministry of Strategy and Finance：MOSF）

と EDCF は、インフラ開発への借款を通じた経

済開発の重要性を主張している。というのも、

開発途上国向け韓国輸出のシェアは、1988 年の

24.2%が 1997 年には既に 55.9%に増加してお

り、MOSF・EDCF は援助分配における経済的

側面を強調せざるを得ないからである。開発途

上国との貿易パートナーシップを強化するため、

EDCF の融資は、韓国企業による経済協力への

参加を容易にするよう、韓国企業に配分されて

いる（Kondoh 2013: 137）。また、韓国自身の

経済発展の経験に基づいた韓国援助モデルの構

築作業もなされている。これは、MOSF が主導

するものであり、「経済発展経験共有事業」

（knowledge sharing programme：KSP）と呼

ばれている。韓国援助モデルは独自援助モデル

の感があるものの、EDCF（2013: 22–3）が示

しているように、この援助モデルは援助受入国

の多様な文脈に応じて完全にカスタマイズ可能

なものとなっている。 

 つまり、韓国は自己の援助モデルを DAC 援

助モデルに調整してきており、2010 年には

DAC 加盟国となった。もちろん、韓国援助モデ
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ルが完全に DAC 化した訳ではなく、アジアの

ドナーとして経済セクターへの借款を強調する

哲学・実践を残しており、その意味で、韓国は

「アジア型 DAC 援助モデル」を採用したとい

えよう。すなわち、DAC 援助モデルと伝統的な

韓国の援助モデルを混合させているのである29。 

 

 

4. なぜ異なる DAC 化が見られるのか 

 

 第二章では、DAC 援助モデルが概念に過ぎず、

現実には存在せず、新興ドナーは異なる援助モ

デルを確立していることを示した。中国は DAC

援助モデルから最も距離を保ち、南アフリカは

DAC 援助モデルを取り込みつつあり、韓国は

DAC 援助モデルを大胆に採用して 2010 年に

DAC 加盟を果たしている。しかし、なぜ DAC

化の程度が、援助供与国によって異なるのであ

ろうか。本章では、特に援助供与国の学習プロ

セス、規範・アイデンティティ、援助受入国の

認識に着目したい。 

 

4.1 新興ドナー側の要因 

 

4.1.1 学習プロセス 

 先行研究のレビューで簡潔に論じたように、

援助モデルの制度化・再制度化は、他の援助モ

デルの学習を伴うことが多い。 

 まず、中国援助の学習プロセスについて見る

と、インフラ開発向け借款を重点的に活用する

中国援助モデルは、中国自身が日本から受けた

支援の経験と、日本の対 ASEAN 支援から示唆

を得ている（Brautigam 2009: 56）30。新興ド

ナーに見られる「ウィン・ウィン」のアプロー

チも、1970 年代から 1980 年代の日本が東アジ

ア・東南アジアに向けて行った援助にも見られ

る。例えば、1987 年に日本の通商産業省は、新

アジア工業化総合協力プランを発表し、貿易・

投資・援助の三位一体をパッケージ化した。中

国はそのアプローチをアフリカにおいて「リサ

イクル」しているのである（Saidi et al. 2011: 8, 

14）。中国商務省のエコノミストである周宝根

は、貿易・投資・援助の三位一体は、日本自身

だけでなく日本の被援助国（中国を含む）の経

済発展を促したと指摘し、その上で、中国によ

る援助は「ウィン・ウィン」をもたらす「大援

助」を追求すべきであると強調している（下村 

2013: 181）。日本からの FDI を誘致するために

インフラ部門への借款を供与し、借款の支払い

を資源輸出で充てるという日本援助の実践が、

現在の中国援助に強く反映しているのである31。 

 韓国の学習プロセスは更に明確にされている。

Kim et al.（2005: 161, 3）が分析しているよう

に、1980 年代中葉の韓国の社会経済的条件は、

日本の 1960 年代中葉に類似していると考えら

れ、韓国自身も援助供与国としての経験が不足

していたため、韓国の政策立案者は、日本援助

モデルの援助アプローチ・システム・手続きを

学び、日本が辿った道を追随してゆくことが妥

当と考えた。従って、韓国の政策立案者が、DAC

加盟等、前例なき対応が求められる時に、日本

の前例を参照しようとすることは、合理的に考

えられたのである（Kondoh 2013: 144–5）32。 

 韓国の政策立案者の多くが率直に認めている

ように、韓国の政策立案者は日本の援助システ

ムを学び、更には「コピー」したとされる

（KOICA からの聞き取り）。例えば、JICA の

援助システムは、KOICA にとっての一種のベ

ンチマークとして機能している。具体的には、

KOICA の規程は JICA の規程を韓国語に翻訳

したと言われており、開発途上国の援助受入機

関ですら、KOICA を「韓国版 JICA」（Korean 

JICA）として認識しているほどである33。この

ような自習プロセスは現在も続いていると見ら
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れ、DAC 加盟を控えた KOICA が調達ガイドラ

イン・環境ガイドラインを改定する際、日本の

ガイドラインを調査していた（이 2003: 145–6; 

Kim et al. 2005: 170; KOICA からの聞き取り; 

近藤 2013: 11）。 

 更に、日本が韓国のドナー化の学習プロセス

を直接支援してきたことも確認できる。日本援

助の実務的なノウハウは、日韓間のチャンネル

を通じて吸収されている。EDCF は日本の海外

経 済 協 力 基 金 （ Overseas Economic 

Cooperation Fund：OECF）・国際協力銀行

（Japan Bank for International Co-operation：

JBIC）と援助システムが類似し自助哲学を共有

することもあり、その創設以来、OECF・JBIC

との協調関係を維持してきた（国際協力銀行

2007: 10）。そもそも、EDCF の創設に当たっ

ては、韓国政府内の経済企画院（Economic 

Planning Board：EPB）が OECF 担当の課を

設置し、OECF のオペレーション・組織構造を

含むノウハウを学んでいた。また、OECF・JBIC

は EDCF 職員を OJT 研修生として受け入れて

おり、日韓の借款援助の実施上のノウハウ・経

験を共有することに努めていた（海外経済協力

基金 1996: 10; 国際協力銀行 2007: 10）。EDCF

が設置されて以降も、EDCF と OECF・JBIC

は頻繁な情報交換の機会やセミナーを開催して

いる（国際協力銀行 2007: 10 頁；KOICA ハノ

イ事務所からの聞き取り）34。近年に至っても、

日韓援助は協調関係を強化する傾向が伺える。

いくつかのエピソードを挙げると、2006 年 7

月、JBIC はソウルで EDCF との協議会を開催

しているが、この会合は JBIC から EDCF への

経済協力のノウハウを移転することを目的とし

つつ、同時に経済協力における JBIC・EDCF

間での協調関係の可能性を模索するものであっ

た。同年 10 月には、EDCF と JBIC は案件情

報・経験を共有し、日韓援助協調を進めること

の合意文書に署名し、協力関係を公式なレベル

にまで格上げしている（国際協力銀行 2007: 

10–1）。特に、環境ガイドラインに関するノウ

ハウを移転し、定期的な協議会を開催し、JBIC

ミッションに EDCF オブザーバーの同行を許

容するなど、オペレーショナルな協調関係を促

進している。また、2006 年、EDCF は職員を

JBIC に半年間派遣し、案件監理・案件評価の

ノウハウを学ばせている。JBIC と EDCF は協

調融資にも前向きであり、既に鉄道案件におい

て協調融資の実績を実施し、今後もベトナム・

インドネシア・フィリピン・インドにおいて協

調案件を展開することになっている（近藤

2013: 11–2）。 

 EDCF だけでなく、KOICA に関して見ても、

KOICA の制度構築は日本による支援と無縁で

はなかった。少なくとも KOICA 創設から間も

ない 1990 年代までは、JICA と KOICA は定期

会合や、OJT・外務省の ODA 対話を通じたパ

ートナーシップを維持していたとされる35。加

えて、会合における日韓外務大臣間の同意に基

づき、KOICA と JICA は共同案件をカンボジ

ア・タンザニア・ベトナムで実施することとさ

れた。実際に、2008 年から、カンボジア灌漑セ

クター支援で共同案件が、日韓共同案件のモデ

ルケースとして既に実施されている（JICA カ

ンボジア事務所からの聞き取り）。2010 年 12

月には、JICA と KOICA は過去の援助案件を

評価するための初の協力会合を開催し、同時に

今後の協調分野の選定に踏み込んでいる。この

会合では、JICA と KOICA が双方のコミュニ

ケーションと情報共有を改善するという一般的

内容に留まらず、今後の協調分野として、合同

研修・合同評価の開催、現場への安全なボラン

ティア派遣のあり方に関する情報提供、調査結

果に関する合同ワークショップの開催等、極め

て具体的な特定を行っている（近藤 2013: 12; 
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KOICA 2011: 309）。 

 2010 年の DAC 加盟後も、韓国は学習プロセ

スを継続している。しかし、EDCF・KOICA

のいずれもが、もはや日本に限定せず複数の二

国間援助実施機関からの学習をしている模様で

ある。EDCF の場合、学習対象は借款機関を持

つ日本・フランス・ドイツ・スペインであり、

KOICA に関しては大半の二国間援助実施機関

を対象としている（KOICA・EDCF・KIEP か

らの聞き取り）。 

 現在進行形の学習プロセスは、南ア援助の制

度化プロセスにも確認できる。南アでは、韓国

にとっての日本援助モデルのような絶対的な単

一援助モデルはなく、その結果、世界の援助モ

デルから幅広く学習を行っている。国際関係・

協力省、財務省・議会・その他省庁は、各国の

援助モデル・運営管理アプローチ・制度的措置・

法的枠組みを把握するために多数の現地調査を

実施している。Besharati（2013: 34）によると、

日本・オーストラリア・デンマーク・スウェー

デン・フランス・アメリカ・韓国・メキシコ・

スロバキア・ポーランド・チェコへの調査団が

組織される一方で、イギリス国際開発省

（Department for International Development：

DFID ） ・ ド イ ツ 国 際 協 力 公 社 （ Deutsche 

Gesellschaft für Internationale 

Zusammenarbeit：GIZ）・ノルウェー開発協力

局 （ Norwegian Agency for Development 

Co-operation：NORAD）といった実施機関や

ニュージーランド・ブラジル・インドの各援助

に関する研究を実施している。国際関係・協力

省によると、学習プロセスを通じて、個別援助

供与国の援助モデルが、アフリカの文脈や南ア

のプライオリティに合致するかの検証がなされ

たとされる（国際関係・協力省からの聞き取り）。 

 要約すると、新興ドナーが DAC 援助モデル

から援助を学習するのであれば、その結果形成

される援助モデルも DAC 援助モデルに類似し

てゆくことになる。対照的に、もしも新興ドナ

ーが学習モデルとして DAC 援助モデルとは異

なる援助供与国から学ぶのであれば、DAC 化は

進展しにくいと予想される。中国の場合、一部

DAC 加盟国から批判された 1970 年代・1980

年代の日本援助から学習を行い、商業主義援助

モデルを構築することとなった。韓国は、近年

DAC 援助モデルから学習を行い、DAC 化を推

進しているが、日本援助モデルから学習も重点

的に行われてきた。その結果、ハイブリッドな

アジア型 DAC 援助モデルが形成されてきてい

る。南アフリカについては、世界の援助モデル

から幅広く学習を行い、自己の援助モデル形成

に妥当する要素を選別して取り込んでいる。こ

うして、各国によって異なる学習プロセスは、

DAC 化の程度にも影響してゆくのである。 

 

4.1.2 新興ドナーの規範とアイデンティティ 

 次に、規範・アイデンティティはどのように

新興ドナーの援助モデルを多様化するのであろ

うか。本稿では、超大国アイデンティティ、地

域大国アイデンティティ、アジアのミドルパワ

ー・アイデンティティ、という 3 つのアイデン

ティティに分類して、検討を行う。 

 

・超大国アイデンティティ 

 超大国アイデンティティの下で、その規範・

アイデンティティは、既存の規範に代わる規範

構成者となるための強力な主導力を発揮する。

新興超大国は、グローバルな構想・野心を持ち、

現状の国際援助レジームにおける自身の影響力

と声の小ささに不満を持ち、既存の国際援助レ

ジームに参加するインセンティブを見出すこと

ができない（Woods 2007; Rowlands 2008: 

16–7）。 

 伝統的に、1980 年代までの中国は新興独立国
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との連携を強調してきた（Potter 2008: 10）。

イデオロギー的な背景の下、中国は社会主義・

革命運動と非同盟運動を支援することで新たな

国際秩序を形成することに努めてきたのである

（Brautigam 2009: 32）36。 

 近年の中国援助においては、背景となるイデ

オロギーは社会主義的連帯ではなく、「新興超大

国」としての自認へと変容したが（Atkinson 

2010: 417）、超大国としての中国の規範・アイ

デンティティは一貫して維持されている。変容

したのは、あくまでも超大国であることを実現

するために、社会主義的連帯から商業主義への

アプローチに変容したということに留まる37。 

 しかし、中国は特に DAC からの批判・圧力

に晒されてきている。この状況に対し、中国の

政策立案者は、プラグマティックなミニマック

ス・アプローチ（mini-max approach）によっ

て、国際機関における義務・制約を最小化しつ

つ、中国の国益を最大化するよう努めている

（Reilly 2012: 72）。一方で中国は 2004 年イン

ド洋大津波と 2009 年ジンバブエ旱魃の被災地

に人道支援を行うことで「責任ある超大国」と

し て 最 小 限 の 規 範 を 受 け 入 れ て い る

（Brautigam 2009: 122）。また、中国援助モデ

ルも若干の改革がなされ、2011 年 4 月には、援

助活動の透明性を高めるため、初の白書を公刊

し、OECD との対話にも乗り出している（Reilly 

2012: 75; Potter 2008: 11）。いずれも、情報公

開が不十分で、対話も散発的で表面的ではある

が、不必要に DAC 援助モデルに挑戦している

訳ではないことが分かる。DAC 援助モデルに対

する中国の選別的なコンプライアンスを分析し

た Reilly（2012: 78）によると、中国は国際開

発援助界の「オーナーシップ」・「アラインメン

ト」・「成果重視マネジメント」（result-based 

management）といった原則を受け容れつつも、

「調和化」・「相互説明責任」・「コンディショナ

リティ」・「援助受入国の市民社会への支援」・「援

助受入国のみに裨益する援助」といった原則に

ついては拒否している。中国の「ミニマックス・

アプローチ」は、パリ宣言への態度に最も明確

に現れており、中国は援助供与国としてではな

く援助受入国として署名するに留まった38。日

本は DAC の規範に対する「規範懐疑者」

（norm-skeptic）であるかもしれないが、中国

は将来の「規範挑戦者」（norm-challenger）

（Potter 2008: 11–2）か、もしくは潜在的な「規

範構成者」となろう（Reilly 2012: 91）。Woods

（2008: 1212, 1221）によると、中国は必ずし

も自身の基準を持ち込んで、既存の国際援助レ

ジームを転覆・挑戦するとは限らない。しかし、

「静かな革命」（silent revolution）によって、

援助受入国に代替の選択肢を静かに供与してい

るのであり、少なくとも現状では DAC 規範の

全てに抵抗する訳でも、基本的に受け容れる訳

でもない「規範選別者」（norm-selector）と言

えよう。但し、現在は DAC 援助モデルに対し

て無関心を示しているものの、将来的に DAC

援助モデルに挑戦してゆく可能性は充分に考え

られる。 

 実際に、2010 年、中国の温家宝首相は、「中

国は中国的特色のある援助モデルの構築に成功

した」と言及しながら、中国援助を賞賛し、2011

年の中国の援助白書では、今後、中国の声が大

きくなるものと指摘している（Reilly 2012: 

90–1）39。つまり、「中国ルール」・「北京コンセ

ンサス」・BRICS 銀行・アジアインフラ投資銀

行（Asia Infrastructure Investment Bank：

AIIB）40は、既存の国際秩序との差異と中国が

肯定する規範を例証するものとなっているので

ある41。 

 

・地域大国アイデンティティ 

 超大国を除けば、新興ドナーの相当程度の
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DAC 化は回避できないものと考えられる。地域

大国アイデンティティは、DAC の規範と南南協

力を肯定する規範のバランスをとりながら、妥

協した規範を形成しているようである。アパル

トヘイト体制下の南アフリカは、先進国として

のアイデンティティを持ち、「暗黒大陸」におけ

る白人文明の前哨基地として機能することを掲

げていた（Sidiropoulos 2012: 221）。アパルト

ヘイト崩壊後の南アフリカは、高中所得国

（upper middle-income country：UMIC）42、

BRICS・G20 の一員、援助受入国・援助供与国、

アフリカの一員、南南協力のリーダー、三角協

力での卓越したセンター、という複雑なアイデ

ンティティを有していた（Besharati 2013: 58）。

こうした複雑なアイデンティティの中で、ANC

政権は、特にアフリカに根ざす地域大国という

アイデンティティを意識することになる。ANC

が主導した反アパルトヘイト闘争は、基本的人

権を求めての闘争であったため、ANC は人権・

自由・民主化といった「普遍的価値」を肯定し、

新生南アフリカの外交政策に反映する（Alden 

et al. 2003: 12）。アパルトヘイト終焉後の政府

は、キャリア外交官を黒人に切り替えて行き、

2000 年までに半数は黒人が占めるようになる。

マンデラ政権は政府との協議段階で市民社会が

関与することを歓迎し（Alden et al. 2003: 13–4, 

33）、アパルトヘイト終焉前後で、外交政策に

関する規範と主要アクターは大きく変容し、援

助政策も大きな変容を遂げることになる。特に

SADPA 援助に関しては、国内貧困問題とアフ

リカ諸国との連帯に由来する規範・アイデンテ

ィティが反映している。 

 実際に、2007 年、ANC 内では左派が勢力を

得て、南ア国内では社会部門へのポピュリズム

的分配政策をもたらすことに帰結した

（Besharati 2013: 12）。北欧諸国（Noël et al. 

1995）の事例と同様に、積極的な国内福祉政策

は、対外的な援助政策においても活発さをもた

らすこととなる。2007 年、ANC は「ウブント

ゥ」（ubuntu：人間性）という概念を提示し、

南アフリカは他のアフリカ同胞との連携・協力

の精神を共有すべきであると主張する。このウ

ブントゥの概念は、南アフリカの外交アプロー

チに反映することとなり、国際関係・協力省の

白書は、アフリカ内及び世界との繋がり・パー

トナーシップ・協調の価値を含む「ウブントゥ

外交」を論じている（Besharati 2013: 25）。こ

うして、南アは、伝統ドナーとの違いや、南の

アイデンティティへのコミットメント、開発途

上国との連帯を強調することになったのである。

同時に、南アフリカは、「ドナー」よりも「パー

トナー」、「援助」よりも「開発協力」という用

語を選好するだけでなく43、アフリカにおける

経済支配・「兄貴分」というイメージを連想させ

かねないコンディショナリティについては回避

している（Sidiropoulos 2012: 232）。 

 しかし、複雑なアイデンティティは、援助規

範・行動における一貫性のなさに帰結する一面

もある。人権・自由・民主主義を強調しながら

も、南アは過去の反アパルトヘイト闘争期の連

帯を維持するため、ナイジェリア・アルジェリ

ア・リビア・キューバといった「人権侵害国」

を支援してきた（Alden et al. 2003: 12）。スワ

ジランドについては、王制に伴う低いガバナン

ス実績を考慮し、南アは支援に慎重であるし（外

務・国際協力省、経済企画・開発省からの聞き

取り）、1998 年に、南アはレソトの水資源を確

保し同国の社会不安の波及を回避するため、レ

ソトの秩序回復を名目に軍事介入している

（Alden et al. 2003: 23–4）。南ア政府は決して

一枚岩の規範で統合されているのではなく、実

際には規範によって分裂しているのである。例

えば、外交当局の国際関係・協力省は、貿易投

資省と緊張関係にあり、強力な防衛省からは周
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縁化されている（Alden et al. 2003: 16–7）44。

外交当局内を見ても、アパルトヘイト期に海外

潜伏が長かった理想主義的な国際主義派は、開

発途上国の問題と連帯する志向が強いものの、

他方では現実主義的な新重商主義派もおり、こ

のアパルトヘイト体制からの残存勢力は経済面

での国益を重視する（Alden et al. 2003: 14, 

26）。加えて、市民社会組織はマンデラ政権下

で公共政策の立案過程に参与するようになって

いたが、ムベキ政権では疎外・周縁化されるよ

うになっていた（Alden et al. 2003: 17, 33）45。

その結果、近年の南アの外交政策は金融・商業・

政治・国防に関する南ア自身の利益が盛り込ま

れるようになっており（Alden et al. 2003: 19）
46、混乱した規範は、公式には DAC 規範を支持

しながらも、地域大国の国益重視姿勢も維持す

る南アの援助モデルに反映しているのである。 

 

・アジアのミドルパワー・アイデンティティ 

 ミドルパワーの中でも、アジアのミドルパワ

ー・アイデンティティは、DAC 規範を受け入れ、

利用する傾向を持つ。一般に、ミドルパワーは、

国際圧力に本質的に敏感である。実際に、韓国

は、援助行動の修正を求める国際圧力に脆弱で

あった。1980 年代に援助活動を拡大し、制度を

整備したのは、韓国の貿易黒字に対する国際批

判が背景にあった。また、韓国は「先進国」の

地位を確保することを長年切望してきたのであ

り（Kim et al. 2005: 163）、それ故、盧武鉉政

権下で DAC 要求を満たすべく改革を行ってき

たのである（Kondoh 2013: 146）。 

 加えて、韓国はハードパワーには依存できず、

ソフトパワーに依存せざるを得ないミドルパワ

ーであると自認している模様であり、国際社会

における自国の地位拡大には援助を含むソフト

パワーに依拠せざるを得ず、その援助もグロー

バルなトレンドや国際援助レジームを遵守して

正統化が行われる（Kondoh 2013: 146）。しか

し、1990 年代末までの韓国援助は、人道的価値

を重視していた訳ではなく、当時の保守的な社

会文脈のなかでは、57%の国民が援助に商業的

利益を盛り込むことに賛同し、18.7%のみが援

助における人道目的を支持するに留まっていた

（Lumsdaine et al. 2007: 227, 34）。それにも

関わらず、1990 年代末から、韓国社会が劇的な

変容を遂げ、援助関連の NGO やボランティア

が量的に急増し、質的にも影響力を増すように

なる（Lumsdaine et al. 2007: 237–8）。視認で

きるほどの NGO の成長により、金大中政権は

2000 年 9 月に NGO を含む 20 の市民社会代表

を「持続可能な開発のための大統領委員会」

（Presidential Commission on Sustainable 

Development：PCSD）に招き、NGO は対外

援助と北朝鮮支援を強く要求することに成功す

る。盧武鉉政権下の「参与政府」以降、NGO

は援助政策に関与することが公的に可能になっ

ている。韓国社会が人道主義に舵を切ったこと

は、他の政府機関から孤立しがちな外交部にと

っても機会であった。外交部は NGO・ボラン

ティアと利益を共有し、政策連合を形成するこ

とに成功したのである（Kim 2008: 16; Kondoh 

2013: 148–50）47。 

 こうして、主たるプレイヤーが持つ規範と、

主たるプレイヤーの相対的パワーバランスの変

容を通じて、韓国援助は「普遍的価値」を主張

しながら急速に DAC 化を推進することになっ

た。実際に、金大中大統領以降の韓国大統領は、

援助の実践に関する国際規範へのコンプライア

ンスを表明し、市民社会もまた国内福祉と国際

援助を求める声を高めるまでに至った

（Lumsdaine et al. 2007: 236）。近年、外交部・

KOICA・市民社会は韓国内の規範起業家として

DAC 援助モデルを促進するための連合を形成

している48。援助に関する国際規範を要求する



 

 
－108－

声は、市民社会だけに聞かれるのではなく、外

交部・KOICA でも聞かれるようになっており、

政策立案者による DAC 化の推進力となってい

る。MOSF・EDCF もまた連合し、開発途上国

は経済部門への借款を通じて経済発展を達成す

ることができるという韓国の伝統的規範を維持

している。2 つの異なる勢力が持つ 2 つの規範

の混合こそが、韓国においてアジア型 DAC 援

助モデルを成立可能にしているのである。 

 

4.2 援助受入国側の要因 

4.2.1 援助受入国の認識 

 援助とは援助供与国と援助受入国の間で展開

する現象である以上、援助は必然的に関係性

（relational）を持つものである。援助は援助受

入国が必要としたときに供与されるという事実

は、なぜ援助受入国が特定援助供与国からの援

助を受け入れたり受け入れなかったりするのか

という問題をハイライトする。Reilly（2012: 

91）が指摘するように、中国が援助における規

範構成者として成功するということは、中国の

援助規範が援助受入国に受け入れられていると

いうことを意味する。 

 一般的に、新興ドナー援助は援助受入国から

歓迎されているが、援助受入国から警戒される

ことも多い。バングラデシュでは、中国援助の

政治的動機とインド援助に込められた国益を、

政府・民衆ともに認識している（工業省・ジャ

ーナリストからの聞き取り）。 

 南ア援助に関しても、周辺国は警戒の視線で

見られている。過去のアパルトヘイト体制とい

う負の遺産49に留まらず、現在も南アは「覇権

国・支配者・地域の大将（regional bully）」と

いうイメージから援助を理解されることになり

がちである（Besharati 2013: 23）。南アフリカ

は自国の経済的利益のためだけに援助を行って

いるというのが、往々にしてみられる批判であ

る（Sidiropoulos 2012: 218）。これらの警戒心

を露わにした言説は、援助受入国・周辺国の政

府高官からも聞かれる。例えば、ボツワナが

SACU 収入・DBSA 融資を除いた援助を南アフ

リカから受け入れないのは、過去にはアパルト

ヘイト体制への抵抗でもあったし、現在は南ア

への依存を警戒するためであると、ボツワナ政

府高官は説明している（ボツワナ政府高官から

の聞き取り）。アフリカ諸国の間で広まっている

警戒心と過敏性のため、南アの国益を露骨に追

求する現実主義的政治（realpolitik）は、南ア

にとって選択が困難となっているのである。そ

れ故、南アフリカは「援助供与国は援助受入国

の開発にのみ貢献すること」という DAC 規範

を明確に支持し、援助における地域大国南アフ

リカの国益を「稀釈」せざるを得ないのである。

また、ボツワナには天然資源が豊富であるにも

関わらず、民主的なボツワナ議会が非民主的な

中国からの援助受入を承認しないため、建設部

門を除いて中国のプレゼンスは強くない。この

ように、南アフリカ・中国・ボツワナの関係か

ら、援助受入国の認識が、援助モデルの選択に

一定の影響を及ぼしていることが理解できよう。

アフリカの援助受入国に対する南アの慎重な二

国間アプローチは、AU・SADC といった多国

間機関に焦点を当てざるを得ないということに

も反映している（Besharati 2013: 23）。要約す

ると、援助受入国からの猜疑心を緩和するため

に、南アの援助モデルは援助供与国と援助受入

国との間の対等なパートナーシップを強調する

DAC 規範を受け入れざるを得なかったのであ

る50。 

 

4.2.2 援助受入国のニーズ 

 援助供与国に対する援助受入国の認識に加え

て、援助受入国は自身のニーズを通じて援助供

与国の行動に間接的な影響を及ぼしている。 
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Waltz et al.（2011: 21）が論じているように、

南南協力の援助受入国は、西側援助供与国によ

る援助に対するオルタナティブの出現を歓迎し

ている。特に中国・インドのような新興ドナー

の援助については、「新重商主義」と批判する声

が聞かれるにもかかわらず、貿易・投資・援助

の三位一体説が援助受入国の経済開発に有用で

あると援助受入国は評価してきている（Woods 

2008: 1218）。大半の開発途上国において、中

国の経済発展経験は、援助・開発への信頼でき

る正当なアプローチであると認識される

（Brautigam 2009: 11）。対照的に、DAC のア

プローチは非現実的であると見なされ、アフリ

カの政治指導者はDACのアプローチが10年毎

に劇的に変化してきたことを批判している。例

えば、シサノ元モザンビーク大統領は、アフリ

カにおけるインフラ開発・民間部門へのニーズ

を無視してきた西側援助供与国の価値観に疑問

を呈している。セネガル大統領も、中国がイン

フラ開発案件を迅速に実施する一方で、インフ

ラ開発案件を約束（pledge）して 8 年経過して

もディスバース（disburse）していない欧州ド

ナーを批判している（Brautigam 2009: 10–1; 

133–4）。加えて、西側援助供与国は、アフリカ

の製造業部門を過去数十年間支援せず、工業・

貿易部門への世界銀行融資も2002年から2007

年の全体融資額のわずか 5%に留まり、アフリ

カの工業部門に分配されている伝統ドナー援助

は 1%のみに留まるなど（Brautigam 2009: 

91–2）、ニーズと乖離した援助を展開してきた。 

 このように、DAC 加盟国の援助供与と援助受

入国のニーズには明らかなミスマッチが存在し

ており、不満を抱く開発途上国が新興ドナー援

助をオルタナティブの出現として歓迎すること

はむしろ自然である。例えば、メレス前エチオ

ピア首相は、東アジアの開発パラダイムに感銘

を受け、中国とのパートナーシップの下、長期

農業開発ビジョンと介入主義的工業化戦略を導

入するようになっている。中国援助が伴うこと

で、エチオピアは特に中国からの FDI 誘致のた

めの道路・エネルギー・通信・経済開発区の整

備事業を推進してきている（大野 2013: 208–9, 

212–4）。 

 同様のミスマッチは、南部アフリカにおいて

も確認できる。南部アフリカのインフラ開発需

要は 933 億ドル規模であるのに対して、資金の

手当がなされているのは 45.3%であるとされて

いる（DBSA からの聞き取り）。ボツワナのイ

アン・カーマ大統領は、ボツワナは自身の努力

で高中所得国となったにも関わらず、低所得国

に援助を重点配分する援助供与国によって、事

実上「制裁」を受けていると不満を漏らしてい

る。従って、ボツワナはインフラ開発への投資

案件に関して、DAC 諸国ではなく南アに期待す

ることになるのである。 

 内陸国のスワジランドも、貧困率が 60%であ

り、援助需要が非常に高いにもかかわらず、低

中所得国（ lower middle-income country：

LMIC）に分類されている（保健省からの聞き

取り）。スワジランドは、小国を優遇する SACU

からの収入に依存しつつも南アフリカからの援

助を回避してきたが、西側援助供与国も王制の

ガバナンスを懸念している、そのため、台湾51・

キューバ・トルコ・インド・クウェート等の新

興ドナーからの援助で資金不足を補完してきて

いる（外務・国際協力省からの聞き取り）。この

ように、DAC 加盟国からの援助が制限されてい

るような場合、援助受入国は援助供与基準が概

して緩い非 DAC 諸国からの援助に期待を寄せ

ることになる。この場合は、援助供与国のニー

ズが、DAC 化を阻害する作用を持ちうると言え

よう。 

 援助受入国はアジアの非 DAC 援助モデルを

必要とすることもある。スリランカの財務計画
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省対外援助局（ Department of External 

Resources：ERD）によると、低中所得国のス

リランカは借款を必要としており、幸いにも中

国・韓国といった新興ドナーが借款を手当てし

ていることを評価している（スリランカ ERD

からの聞き取り）。伝統ドナー国の援助機関は、

スリランカ政府が西側援助供与国ではなくアジ

アの援助供与国を歓迎していることを認識して

おり（KOICA スリランカ事務所からの聞き取

り）52、スリランカが低中所得国の地位にあり、

人権上の懸念があることも重なり、西側援助供

与国はスリランカからの出口戦略を検討する段

階に入りつつある。また、スリランカは、社会

主義政権下で社会部門がある程度整備されてき

たし、伝統ドナーが社会部門への支援で重複し

てきたにも関わらず、インフラ部門への援助は

相対的に少なかった。こうして、ボツワナ・ス

ワジランドの事例と同様に、中所得国のインフ

ラ開発に消極的な DAC 援助モデルではなく、

オルタナティブが中所得国には必要とされるの

である。バングラデシュでも同様に、社会部門

は NGO と伝統ドナーが支援する一方で、新興

ドナーが支援する経済部門はインフラ開発・

FDI 誘致・工業化促進に有用であると指摘され

ている（工業省からの聞き取り）53。 

新興ドナーは、後発開発途上国（ least 

developed countries：LDCs）・LMICs・UMICs

を問わず広範に支援を行っており、LDCs 支援

に集中する DAC 援助モデルと役割分業をして

いる。今後、伝統ドナーのプレゼンスが相対的

に縮小し、新興ドナーの関与が相対的に拡大し

た場合、新興ドナー間での競争が熾烈になって

行くものと予想される。実際に、スリランカに

おける中国の経済・軍事的プレゼンスは、スリ

ランカの近隣に位置するインドを既に刺激して

おり、インドはスリランカへの支援を強化して

きている54。 

 このように、援助受入国は、必ずしも援助に

従属する受け身の存在ではない。国際援助コミ

ュニティにおける中国の台頭は、援助受入国が

自身のオーナーシップを発揮する政策空間を拡

大してゆくかもしれない（大野 2013: 199）。そ

の際、援助受入国は、どのような援助モデルが

援助受入国にとって望ましいかについて、直接

的・間接的に影響を及ぼしうる。また、援助受

入国の潜在的影響力は、個別援助供与国に対し

てのみ発揮されるのではない。UN（2013）は

ポスト 2015 年開発アジェンダに「雇用と貧困

層包摂的成長を目標にした経済構造転換」を含

めている。ポスト 2015 年開発アジェンダとい

う国際援助レジームの一部に、アジアの援助供

与国の開発経験・援助アプローチと関連性が強

い「雇用と貧困層包摂的成長を目標にした経済

構造転換」という柱が含められた意義は大きい。 

 

 

5. 結論 

 

 本稿は、新興国の援助モデルを、DAC 援助モ

デルとの距離において分析した。第一に、本稿

では先行研究をレビューし、DAC 援助モデルを

要約した後、援助モデルの DAC 化を説明しう

る仮説を示唆した。グローバリゼーションが援

助モデルを DAC 援助モデルという単一の援助

モデルに収斂する可能性が指摘されている一方

で、あるべき援助に関する援助受入国の認識も

援助モデルの収斂・分岐の双方に間接的な影響

を及ぼしうることが指摘された。加えて、援助

モデルの収斂・分岐は、新興ドナー側の学習プ

ロセスや、主要な援助関連のステークホルダー

が持つ規範・アイデンティティによっても促

進・阻害されうることが提示された（表 5.1）。 
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表 5.1 新興ドナー比較：DAC 化の差異と諸要因 
援助モデル 超大国援助モデル 南のハイブリッド 

援助モデル 
アジアの 

DAC 援助モデル 
DAC 化の程度 
 

低 中 高 

DAC 化の 
外因性要因 

グローバリゼーシ

ョンによる収斂 
該当せず 該当せず 該当 

 国際的文脈と 
外交戦略 

該当せず 該当 該当 

 援助関連の 
国際圧力 

該当せず 該当せず 敏感 

 主要援助受入国の

認識 
非 DAC 化に該当 DAC 化に該当 非 DAC 化に該当 

DAC 化の 
内因性要因 

援助目的 商業主義 人道主義＋商業主義 人道主義＋商業主義 

 学習プロセス 
 

非 DAC 化に該当 DAC 化に該当 DAC 化・ 
非 DAC 化に該当 

 アイデンティティ

と規範 
超大国 
潜在的 norm-makers 

地域大国 
潜在的 Norm-takers 

ミドルパワー 
Norm-takers 

注：網掛けは、非 DAC 化を促進する要因。 
出典：著者による作成。 
 
 第二に、中国・南アフリカ・韓国といった個

別援助供与国の特徴を簡潔にレビューした。中

国は商業主義的援助モデルを構築し、南アフリ

カは南南協力モデルを重視し、韓国は商業主義

的特徴を保持しつつアジア型の DAC モデルを

構築していた。中国がDAC 援助モデルとの距離

をとるのに対し、南アフリカと韓国の援助は、

DAC 援助モデルの要素を取り込んでいた。 

 第三に、どのように、援助供与国の学習プロ

セス、規範・アイデンティティや、援助受入国

の認識がDAC 化の程度を差別化し、新興ドナー

間で多様な援助モデルをもたらしているかを分

析した。まず、援助受入国の認識について言え

ば、中国援助はDAC 援助モデルと異なるが故に

一般的に援助受入国の高い評価を得ている。南

アフリカ援助の場合、周辺国は非対称的なパワ

ー・南アフリカへの貿易依存を警戒していた。

南アフリカに対する周辺国の警戒を緩和するた

めにも、南アフリカは、DAC 援助モデルを取り

込むことになる。但し、南アフリカも、SACU

や DBSA を通じたある種の「支援」も供与して

いるのであり、経済的考慮が皆無となっている

のではなかった。援助供与国による学習プロセ

スは、中国・南アフリカ・韓国のいずれにも見

られるが、学習モデルの選択は異なっている。

中国は商業主義モデルの構築のためにかつての

日本援助から学び、韓国もかつては同じように

日本援助から学んでいた。DAC 化のための学習

は、近年の韓国と現在の南アフリカにおいて確

認できる。新興ドナーのアイデンティティ・規

範は、援助モデルの構築・再構築において強い

影響があると見られる。中国は「超大国アイデ

ンティティ」を持ち、既存の国際援助レジーム

の規範に挑戦し、新たな援助規範を打ち立てる

潜在性を持っている（norm-maker）。地域大国

やミドルパワーにおいては、既存の国際援助レ

ジ ー ム の 規 範 に 従 う こ と が 多 く な り

（norm-taker）、結果的に、DAC 化を促進する

ことになる。もちろん、南アフリカはアフリカ

との連帯という規範も重視しており、DAC メン

バーである韓国とは DAC 化の程度で差は見ら

れる55。 

 本稿は、なぜ特定の新興ドナーが DAC 援助

モデルに接近する一方で、DAC 援助モデルから

距離を保ち続ける援助供与国があるのかを議論

してきた。新興ドナー間で DAC 化の差異が形
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成されるのは、新興ドナーが他援助供与国をど

のように学び、国際社会における自己の役割に

関してどのような規範・アイデンティティを持

ち、援助受入国が援助供与国の行動にどのよう

に影響しているのか、という点から理解できる

と論じられた。しかし、援助受入国が、DAC

化の意味を肯定的に捉えているとは限らない。

先に引用したシサノ元モザンビーク大統領の批

判に見られたように、DAC 援助モデルが援助受

入国のニーズを無視してきた一面は確かにあり、

DAC 諸国は、非 DAC 諸国による援助が DAC

援助モデルを補完し、開発効果（development 

effectiveness）を高めうることを認識する必要

があろう。Mawdsley（2012: 218）が示してい

るように、「多様な新興・再興の開発パートナー

が開発協力の新時代をもたらしたことの機会と

挑戦」が出現しているのである。中国が国際開

発・国際経済・国際社会・国際政治のいずれに

おいてもその再構築を求めることになることは

確かであろう（Ramo 2004: 3）。しかし、ボツ

ワナ・スリランカといった中所得国も、次の南

南協力世代として控えていることも指摘される

べきである。こうした将来的にドナー化が予想

される諸国も、DAC 援助モデルを取り込みつつ

も、純粋な DAC 援助モデルとも異なるハイブ

リッドな援助モデルを構築して行く可能性があ

る。今後も、DAC 援助モデルは、すべての援助

供与国にとっての重要なレファレンス・ポイン

トとなるものと考えられるが、DAC 援助モデル

が多数の援助モデルの中で相対化して行く可能

性もある。伝統ドナーに対しては、今後出現す

る中所得国が DAC 援助モデルの規範を部分的

にのみ導入することに寛容であることが求めら

れるかもしれない。中所得国の援助が DAC 規

範と完全に合致せずとも、援助受入国の開発効

果に貢献するのであれば、それは、「それなりの

ドナー」（good enough donorship）として評価

されるのであろう。 
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1 本稿は国際協力機構（Japan International Co-operation 

Agency : JICA）研究所の研究プロジェクト「開発協力

戦略の国際比較研究：G20 新興国を中心とした新たな

潮流の把握へ向けて」の成果の一部である。本稿の作

成に当たっては、JICA 研究所から多数の現地調査のア

レンジを頂くだけでなく、研究プロジェクトのメンバ

ーから精緻かつ建設的なコメントを多数頂いている。

また、現場調査では数多くの関係者に聞き取り調査の

機会を設定して頂いている。この場をお借りして、全

ての関係者に、厚く御礼申し上げたい。なお、本稿で

は著者の調査結果に基づくものであり、これら機関の

公式見解と必ずしも同一ではない。同時に、本稿の執

筆にあたっては、資料及び現地調査の費用の一部を、

科学研究費補助金（研究課題：「新興国の援助ドナー化

 
プロセスの比較研究：『新興国アイデンティティ』」（研

究代表者近藤久洋、基盤研究（B）26301016）、研究課

題：「援助大競争時代における途上国の選択：南南協力

は ODA 後の国際協力枠組みになりうるか」（研究代表

者小林誉明、挑戦的萌芽研究 26590022））からの支援

を受けている。本稿は、これらの研究助成の成果の一

部である。 
2 統計算出の年次は不明。 

3 アイデンティティとは社会における集合的な自身のイ

メージとして簡潔に定義しておくことにする。規範は、

適切な行動に関する一連の期待として定義される

（Reilly 2012: 73）。規範は特定社会が支持する特定の

価値に調和する行動を規制するルールでもある。規範

には、法、倫理、道徳、習慣も含まれる。つまり、規

範とは、「べき」に関する価値のセットを意味する。そ

して国際規範は、「国際社会の特定のアクターの集合体

において、適切な行動に関する共通の期待を示すよう

なアイデア」、もしくは「国際社会のアクターにとって

適切とみなされる行動基準」を意味する（稲田 2013: 
19–20）。規範は個人レベルで学習（社会化・制裁）を

通じて再生産され、社会秩序を維持することに繋がる。

このことは、国際レベルでも同様と言えよう。 

4 モデルには、「模範」という意味と、現実を明確で処理

しやすい構成要素に解体・単純化するため、現実を理

解可能にする知的装置としての意味がある

（Wiarda 1993）。DAC 援助モデルは、他援助供与国が

従うべき「模範」としての意味を含むが、本稿で扱う

3 カ国の援助モデルは、各国の援助に見られる一定の

安定性・規則性を捉えた中立的用語であり、価値判断

を含むものではない。 

5 国際レジームは、特定イシュー、分野、アクター、原理、

ルール、意思決定手続き、組織、行動パターンで構成

される（山本 2008: 42–3）。 

6 具体的には、先進国は、開発途上国の極度の貧困を救済

するのは先進国の責務であるという原則を受け入れ、

ODA のルールに従い、援助の質に関する規範的な基

準を受容し、自己の ODA 活動に関して管理・文書化

し他の DAC 加盟国と共有しながらピア・レビューを

受け入れることが求められる（Hook 2008: 92）。 

7 実際に、コンディショナリティや ODA/GNP 比、財政

支援に関する提言は、DAC 加盟国の間であっても共有

されていない。 

8 DAC加盟申請をDACが審査する際、DACは援助規模、

援助実施機関の機能、援助関連統計・データの質、DAC
提言の実施状況が評価される（Waltz et al. 2011: 10–1）。 

9 例えば、同様の DAC 圧力があったとしても、DAC 援

助モデルへの態度は異なる可能性がある。 

10 もし援助供与国の経済的相互依存度が高いのであれば、

援助受入国の資源・市場を巡る援助供与国間の競争は

熾烈となる。その結果、貿易依存度は、援助における

商業主義的利益の比重にインパクトを与えることにな

る。特に、援助供与国が無資源国でありかつ自己の経

済が輸出パフォーマンスに依存する場合、援助は自己

の経済活動の安定性を確保するための手段として活用

されやすくなる（Kondoh et al. 2010: 13）。 

11 これは、Pierson（2004）が論じているように、一旦経

路（path）が固定化されると、その自己補強プロセス
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によって新たな経路に転じることが困難となるからで

もある（経路依存性：path-dependency）。 

12 以降、規範・アイデンティティと略す。規範・アイデ

ンティティは非物質的であるが、DAC 化への作用の仕

方は異なるようである。まず、アイデンティティは規

範の選択プロセスを誘導する。ミドルパワー・アイデ

ンティティは国際的に確立された規範を利用するに留

まる点が該当する。イデオロギーに関して言えば、

Noël et al.（1995: 523, 6）が強調しているように、制度

化された政治的イデオロギー・価値は国によって多様

性を持つが、それは国内福祉レジームの多様性だけで

なく、援助レジームの多様性にも反映されるのである。 

13 それにも関わらず、援助供与国の利益が特定規範を決

定することもある。例えば、北欧諸国は小規模な援助

供与国であり、人道的規範をリードすることが自国の

国際社会での国益となっているのである。 

14 国内には多様な規範・アイデンティティが存在し、そ

れらの間には競争・バランスが伴う。決して一枚岩の

規範・アイデンティティが存在するのではなく、現実

には重層化されているのである。例えば、日本・韓国

が DAC 援助モデルを受け入れたとしても、DAC 援助

モデルはアジアの工業国としてのアイデンティティに

埋め込まれることになり、最終的には西側の経験・哲

学と大きく異なる援助モデルを形成することが予想さ

れるのである。 

15 超大国アメリカによって構築・維持される国際秩序と

しては、秩序・平和・自由貿易体制・基軸通貨を典型

とするパックス・アメリカーナが挙げられる（稲田

2013: 6）。こうした「国際公共財」の供与・維持は、非

常に高価であるため、財政基盤の強い超大国のみが国

際秩序の形成・維持を行いうるのである。 

16 ブラジル・ロシア・インド・中国・南アフリカの間で

BRICS 銀行を設置する動きは、その一例であろう。 

17 当初、中国援助は共産主義インターナショナルの影響

を受けていたが、中ソ関係の悪化に伴い、中国は非同

盟運動におけるリーダーシップに利益を見出した

（Sentences 2007: 5）。 

18 Rowlands（2008: 17）は南アフリカ・ブラジルを地域

に特化した小規模の新興ドナーとして位置づけている。 

19 外交的孤立・外交的競争に対処するための援助は、1970
年代までの韓国と現在に至る台湾に見られる。DBSA
を通じて、南アフリカは南アのみが独立を承認する擬

似黒人国家の「ホームランド」（homeland）・「バンツ

ースタン」（Bantustan）に「国際」援助を供与してい

た（Besharati 2013: 17）。 

20 例えば、SADPA 設置後も、DBSA は大規模な融資ス

キームを展開しつづけることになっている。 
21 南アフリカは自国益のためにも地域の安定を重視し、

平和・安全が開発の前提条件とも認識しているため、

南ア援助の半分以上が防衛・安全保障部門に配分され

ているとされる（Rowlands 2008: 8）。 

22 分権的援助メカニズムは、断片的な援助供与の問題も

引き起こしている。例えば、ARF の援助規模は、南ア

の全援助額のうち 3～4%を占めるに過ぎないという計

算も指摘されている（Besharati 2013: 19）。 
23 少なくとも公式には、南アフリカ政府は DAC 加盟へ

の関心を否定している。興味深いのは、南アフリカが、

 
釜山ハイレベルフォーラムで「アフリカのコンセンサ

ス」（African Consensus）を形成することに積極的で

あったことである（Besharati 2013: 21）。「アフリカの

コンセンサス」は、ワシントンコンセンサスでも北京

コンセンサスでもなく、南北関係を補完するために南

南協力と新興ドナーを歓迎するものである。 
24 国際関係・協力省は、援助受入国の人権・民主化問題

は援助対象ではあるものの、援助の条件ではないこと

を説明している（国際関係・協力省からの聞き取り）。

但し、例外事例も見られ、南アフリカは 2011 年のスワ

ジランド王国からの借款要請に対して、グッド・ガバ

ナンス改革を要求し、コンディショナリティを課して

いる。 
25 南アフリカは年1億5000万ランドから2億ランドを拠

出してきた。この拠出額は、AU の年次予算の 15%に

相当する（Besharati 2013: 22）。 

26 SACUによって南アは既にBLNS諸国の市場を確保し

ており、そのため SADPA は商業主義ではなく連帯の

ための援助に特化できると解釈されよう。 
27 DBSA の融資額は 100 億ランド以上である（Besharati 

2013: 44）。DBSA の 3 分の 1 の案件は、インフラ、エ

ネルギー、通信、鉱業、運輸、水、製造業、保健とい

った分野で構成されている（Sidiropoulos 2012: 231–2） 
28 2013 年までは外交通商部（Ministry of Foreign Affairs 

and Trade：MOFAT）と呼ばれていた。 

29 タイも DAC 加盟の意思があると言われている。タク

シン政権は MDGs 達成に貢献する新興ドナーになっ

たことを宣言している（Potter 2008: 5–6）。 

30 詳細は Shimomura et al.（forthcoming）も参照。 

31 鈴木（2013: 258–9）は、中国が自国の援助モデルの構

築・再構築のために他援助供与国の経験を学ぶことに

熱心であったことを論じている。特に中国は、(1) 世

論の支持獲得のための日本の PR 経験、(2) 援助機関

再編のための日本の組織改革を高く評価している。 

32 韓国がDAC加盟を準備していた2006年に開催された

EDCF・JBIC 協議会では、DAC 加盟後の援助のあるべ

き姿について EDCF から質問がなされていた。 
33 ベトナムの官僚は、韓国援助の手続きが日本と類似し

ていると言及している（計画投資省からの聞き取り）。

これは、韓国が日本の援助手続きを学んだことと関連

している。 
34 韓国輸出入銀行は韓国輸出入銀行東京事務所を通じて

円借款のオペレーションについて OECF・JBIC に頻繁

に照会を行っているとされる。ODA 対話は外務省に

よって主宰され、日韓間での援助政策の協調を進める

ため、1～2 年毎に開催されていた。 

35 KOICA の職員も JICA に派遣され、3 カ月から 6 カ月

に及ぶ OJT 研修を受けていた。しかし、KOICA が援

助案件のオペレーションに関する能力を蓄積するに連

れて、KOICA は制度化されたチャンネルを通じた学

習をする動機を失ったと考えられる。それにも関わら

ず、DAC 提言に備えるために韓国援助に改革が必要に

なると、韓国は日本のノウハウを必要と再認識し、日

本との協調関係を再強化する方向に転じている。 

36 新興独立国のインドも、開発途上国グループ内の超大

国アイデンティティを持っており、それ故、インドは
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世界の格差に関与すべきという開発途上国との連帯規

範を重視していた（Chaturvedi 2012: 171）。 

37 援助におけるこのような展開は、インド援助にも確認

できる。インドは第三世界のリーダーとして非同盟運

動の規範によって援助活動に着手した。しかし、中国

の事例と同様に、近年のインドは、連帯のための援助

から商業主義のための援助にシフトしてきている。他

方、中国援助とインド援助の違いも、特に民主主義へ

の関心に見られる。Shiga（forthcoming）が分析して

いるように、内政不干渉原則を公に掲げているにもか

かわらず、インドは民主化支援に関与している。現状

では、インドの民主化支援は投票に関わる技術支援に

基づくものが多いが、インドは 2005 年に国連民主主義

基金（United Nations Democracy Fund）に加盟し、

アメリカに次ぐ第二位の拠出国となっている。更に、

2011 年には民主主義・選挙管理研究所（ India 
International Institute for Democracy and Election 
Management：IIDEM）を設置している。 

38 中国にとって国際援助レジームに参加することで得ら

れる経済的利点は相対的に少ない。他方で、中国は「『世

界最大の発展途上国』という公定のナショナル・アイ

デンティティとも相俟って、既存のレジームに対し、

独自路線の追求と拒否権行使集団としてのかなり赤

裸々な態度を示すことは可能」なのである（鈴木 2013: 
260）。 

39 国際圧力に対する中国の反応もまたミドルパワーの反

応と大きく異なる。例えば、中国はスーダンのバシル

政権との緊密な経済関係を批判されてきたが、北京オ

リンピック前の国際圧力により、胡錦濤主席はバシル

大統領との「率直な議論」を 2007 年から行い、ダルフ

ールへの国連 PKO 部隊受入を「促し」ている

（Brautigam 2009: 281–2）。この反応は、「規範利用者」

の動きを大きく超え、超大国の一種の責任によって動

機づけられていると言えよう。 
40 中国は国際社会におけるリーダーシップを強化してき

ている。中国は国連への拠出金を引き上げて既存の国

際レジームを積極的に活用してきているだけでなく、

新たな国際レジームの確立も行ってきている。例えば、

アメリカを排除した政府間組織の AIIB の設立を主導

している。 

41 毛（2010）は、中国外交を展望し、現状では中国が、

(1) DAC 加盟よりも、先進国との交渉力を確保する

ために南南協力を優先すべきであること、(2) 新興ド

ナー内でのリーダーシップ確立を優先すべきであるこ

とを説いている（鈴木 2013: 259）。 

42 南アフリカはアフリカ地域で卓越した経済力を持つも

のの、中所得国に留まることも事実である（Alden et al. 
2003: 28）。 

43 国際関係・協力省（2011）は、開発パートナーシップ

を、「経済・社会の福利を促進するために援助・貿易・

安全保障・政治分野で行われる開発途上国間の協力」

と定義している（Besharati 2013: 37）。 
44 外交・援助政策における南アの軍事産業の利益は無視

し得ない。南アは世界の 10 大兵器生産国であり、800
の軍事企業が 5 万人を雇用し、61 カ国に兵器輸出を行

い 10 億 3000 万ランドの収入を得ているのである。兵

器産業は南アの第二位の製造業なのである（Alden et 

 
al. 2003: 24）。実際に、南アフリカ軍は地域の安全保障

部門への関与を深めており、ジンバブエの選挙監視ミ

ッションに参加している（SADC からの聞き取り）。 

45 ムベキ大統領は、公共政策過程における議会と与党

ANC の役割を弱体化したとも指摘されている（Alden 
et al. 2003: 32–3）。 

46 しかし、南アは援助以外に企業の利益を促進するチャ

ンネルを持っているのであり（国際関係・協力省から

の聞き取り）、南ア援助が完全に経済的利益によって運

営されることは考えにくい。 

47 経済担当省庁が経済支援といった援助政策の物的手段

を持つのに対して、外交部局は自身の利益を推進する

ための物的手段を通常欠如することが多いため、援助

政策を主導するために特定規範を強調しやすくなる。

更に、国内の既得経済権益に埋め込まれがちな経済担

当省庁と異なり、外交担当部局はむしろ国内既得権益

から孤立することが多い。韓国援助のアンタイド化を

巡るMOFATとMOSFの対立はこの文脈でも理解でき

る。 
48 KOICA 内部であっても、現実的な援助アプローチを

支持するベテラン層と理想主義的な援助を求める若手

の間には認識のギャップがあるという（KOICA スリ

ランカ事務所からの聞き取り）。 
49 援助供与国の過去の行動に対する援助受入国のネガテ

ィブな認識を緩和するため、援助が行われることがあ

る。東南アジア向けの日本援助や、ベトナム向けの韓

国援助が該当する。 
50 Rowlands（2008: 17）は、新興ドナーが DAC 加盟国

や欧州ドナーと連携することで、新興ドナー援助の正

統性が高められることがあると指摘している。 

51スワジランドは台湾との公式外交関係を一貫して維持

してきた。スワジランド政府は、台湾援助を高く評価

しており、特に迅速かつ柔軟なオペレーションとニー

ズに基づいた対応を評価している（保健省からの聞き

取り）。 

52 スワジランドの事例に見られるように、国際的な制裁

の対象となっている国は、新興ドナー援助に代替の機

会を見出すことになる。 
53 バングラデシュの開発戦略である『ビジョン 2020』
（Vision 2020）と連携を行っているのは、伝統ドナー

ではなく新興ドナーである。『ビジョン 2020』の中で、

バングラデシュは工業化によって農業中心経済から中

所得国への脱却を目標としている。バングラデシュに

おいて、工業化は農村余剰人口を労働集約産業に吸収

するための中核的開発戦略なのである（工業省からの

聞き取り）。 

54 経済部門だけでなく社会部門への支援も必要かつ受け

入れるカンボジアと異なり、スリランカで必要とされ

る援助は概して経済・インフラ部門に集中している。

これは、スリランカでは社会主義政策が社会部門への

投資を比較的良好に行ってきたためでもあるし、スリ

ランカが既に UMIC であり経済部門に焦点が移り、融

資に対する財務持続可能性（financial sustainability）
があるからでもある。DAC が社会部門を支援し、新興

ドナーが経済部門を支援するという構図は、スリラン

カの場合あまり明瞭には見られない。 
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55 DAC 化の理由は、援助供与国によっても異なる可能性

がある。台湾も公式には DAC 化を推進しているが、

それは外交上のライバルの中国と差別化し、自身の国

家性（stateness）を証明するためである（Kondoh 2012）。 


